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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結計算書類の作成基準

連結計算書類は、当連結会計年度より会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計

基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。なお、同項後段の規定により、IFRSに

より求められる開示項目の一部を省略しております。

連結会社は、当連結会計年度からIFRSを初めて適用しており、IFRS移行日は平成27年４月

１日となります。

２．連結の範囲に関する事項

子会社の数　62社

(1) 国内子会社　９社

主要な国内子会社の名称

・シスメックス国際試薬株式会社

(2) 在外子会社　53社

主要な在外子会社の名称

・シスメックス　アメリカ　インク

・シスメックス　ヨーロッパ　ゲーエムベーハー

・希森美康医用電子（上海）有限公司

・シスメックス　アジア　パシフィック　ピーティーイー　リミテッド

当連結会計年度において、株式会社理研ジェネシスの株式を追加取得したため、同社及び

その子会社である株式会社BNAを、新たに連結の範囲に含めております。また、シスメック

ス　ノルディック　エーピーエスを設立したため、新たに連結の範囲に含めております。

なお、パルテック　ユーケー　リミテッドは、清算されたため、連結の範囲から除いてお

ります。

３．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数　２社

主要な持分法適用会社の名称

・シスメックス・ビオメリュー株式会社

当連結会計年度において、株式会社理研ジェネシスは、当社が同社株式を追加取得し子会

社となったため、持分法の適用範囲から除外しております。

４．新基準の早期適用

連結会社は、IFRS第９号「金融商品」（平成26年７月改訂）を早期適用しております。
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５．会計方針に関する事項

(1) 金融商品の評価基準及び評価方法

 ① 金融資産

 (ⅰ) 当初認識及び測定

金融資産は、当初認識時に、償却原価で測定する金融資産と公正価値で測定する金

融資産に分類しております。

金融資産は、次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産

に分類し、それ以外の場合には公正価値で測定する金融資産へ分類しております。

(a) 契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする

事業モデルに基づいて、資産が保有されている。

(b) 金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキ

ャッシュ・フローが特定の日に生じる。

公正価値で測定する金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定しなければならな

い売買目的で保有する資本性金融商品を除き、資本性金融商品毎に、純損益を通じ

て公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを当初

取得時に指定し、当該指定を継続的に適用しております。

金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定するものではない場合、公正価値に当

該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しております。ただし、

重大な財務要素を含まない営業債権は、取引価格で測定しております。

金融資産のうち、株式及び債券は約定日に当初認識しております。その他の全ての

金融資産は取引日に当初認識しております。

 (ⅱ) 事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定しております。

(a) 償却原価で測定する金融資産

実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却及び認識

を中止した場合の利得及び損失は、純損益として認識しております。

(b) 公正価値で測定する金融資産

公正価値で測定しております。公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額

は純損益として認識しております。ただし、資本性金融商品のうち、その他の包

括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについては、公正価値の変動

額はその他の包括利益として認識し、認識を中止した場合又は損失がほぼ確実に

実現すると見込まれる場合には利益剰余金に直接振り替えております。

 (ⅲ) 認識の中止

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した

場合、又は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該

金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てが移転している場合におい

て、認識を中止しております。
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 ② 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産については、四半期毎に、当該資産に係る信用リスクが

当初認識時点から著しく増加しているかどうかを判定し、信用リスクの当初認識時点

からの著しい増加の有無に応じて、以下の金額を減損損失として認識しております。

 (ⅰ) 信用リスクが当初認識時点から著しく増加していない場合

12か月の予想信用損失と同額

 (ⅱ) 信用リスクが当初認識時点から著しく増加している場合

全期間の予想信用損失と同額

ただし、営業債権及びリース債権については、信用リスクの当初認識時点からの著

しい増加の有無にかかわらず、全期間の予想信用損失と同額で減損損失を認識して

おります。

予想信用損失の金額は、以下のように算定しております。

(a) 営業債権及びリース債権

・信用リスクが著しく増加していると判定されていない資産

同種の資産の将来の予想貸倒率を帳簿価額に乗じて、予想信用損失を算定して

おります。

・信用リスクが著しく増加していると判定された資産に該当する資産

回収見込額を個別に見積り、帳簿価額との間の差額をもって、予想信用損失を

算定しております。

(b) (a)以外の資産

・信用リスクが著しく増加していると判定されていない資産

同種の資産の将来の予想貸倒率を帳簿価額に乗じて、予想信用損失を算定して

おります。

・信用リスクが著しく増加していると判定された資産及び信用減損金融資産に該

当する資産

回収見込額を個別に見積り、当該資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値

の額と、帳簿価額との間の差額をもって、予想信用損失を算定しております。

減損損失を認識した金融資産の帳簿価額は貸倒引当金を通じて減額し、減損損

失は純損益として計上しております。また、将来回収できないことが明らかな

金額は、金融資産の帳簿価額を直接減額し、対応する貸倒引当金の金額を減額

しております。
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減損損失の認識後に減損損失が減少する場合は、減損損失の減少額を貸倒引当金を

通じて純損益に戻し入れております。

 ③ 金融負債

 (ⅰ) 当初認識及び測定

金融負債は、当初認識時に、償却原価で測定する金融負債と純損益を通じて公正価

値で測定する金融負債に分類しております。全ての金融負債は公正価値で当初測定

しておりますが、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取引費用

を控除した金額で測定しております。

 (ⅱ) 事後測定

金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて次のとおり測定しております。

(a) 償却原価で測定する金融負債

実効金利法による償却原価で測定しております。実効金利法による償却及び認識

を中止した場合の利得及び損失は、純損益として認識しております。

(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

公正価値で測定しております。公正価値で測定する金融負債の公正価値の変動額

は純損益として認識しております。

 (ⅲ) 認識の中止

金融負債は、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効になった場合に認

識を中止しております。

 ④ デリバティブ及びヘッジ会計

デリバティブは、デリバティブ契約が締結された日の公正価値で当初認識され、当初

認識後は公正価値で再測定されます。

連結会社は、認識されている金融資産と負債及び将来の取引に関するキャッシュ・フ

ローを確定するため、為替予約等を利用しております。

なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。従っ

て、デリバティブ金融商品は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」に分

類しております。

 ⑤ 金融商品の相殺

金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存

在し、かつ純額ベースで決済するか又は資産を実現すると同時に負債を決済する意図

が存在する場合にのみ相殺し、連結財政状態計算書において純額で表示しております。
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 ⑥ 公正価値の測定

IFRS第13号「公正価値測定」では、公正価値を、その測定のために使われるインプッ

ト情報における外部からの観察可能性に応じて、次の３つのレベルに区分することを

規定しております。

・レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

・レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出され

た公正価値

・レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算

出された公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値測定のヒエラルキーのレベルは、公正価値の測

定の重大なインプットのうち、最も低いレベルにより決定しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産は取得原価又は正味実現可能価額のいずれか低い金額で認識しております。取

得原価は主として平均法に基づいて算定しており、購入原価、加工費並びに現在の場所

及び状態に至るまでに要した全ての費用を含んでおります。正味実現可能価額は、通常

の事業の過程における予想売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控

除した額であります。

(3) 有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却又は償却の方法

 ① 有形固定資産

 (ⅰ) 認識及び測定

有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び

減損損失累計額を控除した額で表示しております。

取得原価には、資産の取得に直接付随する費用、解体・除去及び原状回復費用の当

初見積額が含まれております。

 (ⅱ) 減価償却

有形固定資産（土地等の償却を行わない資産を除く）は、見積耐用年数にわたり、

定額法で減価償却を行っております。

主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　31～50年

機械装置及び運搬具　　５～11年

工具、器具及び備品　　２～15年

リース資産は、リース期間の終了時までに所有権の移転が合理的に確実である場合

には当該資産の見積耐用年数で、確実でない場合は見積耐用年数とリース期間のい

ずれか短い方の期間にわたって、償却しております。

減価償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末において見直しを行

い、必要に応じて改定しております。
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 ② 無形資産

無形資産については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累

計額を控除した額で表示しております。

開発活動における支出については、以下の全ての要件を立証できた場合に限り資産と

して認識し、その他の支出は全て発生時に費用として認識しております。

 (ⅰ) 使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性

 (ⅱ) 無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという会社の意図

 (ⅲ) 無形資産を使用又は売却できる能力

 (ⅳ) 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法

 (ⅴ) 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適

切な技術上、財務上及びその他の資源の利用可能性

 (ⅵ) 開発期間中の無形資産に起因する支出を信頼性をもって測定できる能力

無形資産は、当該資産が使用可能になった日から、見積耐用年数にわたり、定額法で

償却を行っております。

主な見積耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア　　　　　３～10年

開発費　　　　　　　　３～15年

その他無形資産　　　　２～22年

償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末において見直しを行い、必

要に応じて改定しております。

なお、耐用年数を確定できない無形資産はありません。

(4) のれんに関する事項

のれんは、取得原価から減損損失累計額を控除した額で表示しております。のれんの償

却は行わず、毎期減損テストを実施しております。

被取得企業における識別可能資産及び負債は、取得日の公正価値で認識しております。

企業結合で移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額及び取得企業が以前に保有

していた被取得企業の資本持分の公正価値の合計が、取得日における識別可能資産及び

負債の正味価額を上回る場合にはその超過額がのれんとして認識され、下回る場合には

純損益として認識されます。移転された対価は、移転した資産、引き受けた負債及び発

行した資本持分の公正価値の合計で算定され、条件付対価の取決めから生じた資産又は

負債の公正価値も含まれております。取得関連費用は、発生した期間において費用とし

て認識しております。
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(5) 非金融資産の減損

非金融資産（棚卸資産及び繰延税金資産を除く）については、四半期毎に、資産又は資

金生成単位の減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候がある場合には、当該

資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、減損テストを実施します。

のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわら

ず、少なくとも年１回減損テストを行っており、減損の兆候がある場合は、その都度減

損テストを行っております。

全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生み出していないため、全社資産に減損

の兆候がある場合、当該全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき判断

しております。

回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額で算定され

ます。使用価値は、資産又は資金生成単位から生じると見込まれる将来キャッシュ・フ

ローを現在価値に割り引くことにより算定されます。

資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、差額を減損損失として純損益で認識しております。

過年度に減損損失を認識したのれん以外の資産又は資金生成単位については、四半期毎

に、当該減損損失の戻入の兆候の有無を判断しております。戻入の兆候がある場合には、

当該資産又は資金生成単位の回収可能価額の見積りを行い、回収可能価額が帳簿価額を

超える場合には、減損損失の戻入を行っております。減損損失の戻入額は、過年度に減

損損失が認識されていなかった場合の減価償却控除後の帳簿価額を上限として、純損益

で認識しております。

のれんの減損損失については、戻入を行っておりません。

(6) 引当金の計上基準

過去の事象の結果として、現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済す

るために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、その債務の金額に

ついて信頼性のある見積りができる場合に、引当金を認識しております。

貨幣の時間価値の影響が重要な場合には、引当金の金額は債務の決済に必要と見込まれ

る支出の現在価値で測定しております。
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(7) 従業員給付の会計処理の方法

 ① 退職後給付

連結会社は、確定給付制度、確定拠出制度及び複数事業主制度を採用しております。

 (ⅰ) 確定給付制度

確定給付負債又は資産の純額は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公

正価値を控除して算定されます。この計算による資産計上額は、制度からの返還又

は将来掛金の減額という利用可能な将来の経済的便益の現在価値を上限としており

ます。確定給付制度債務は予測単位積増方式を用いて算定され、その現在価値は将

来の見積給付額を割り引いて算定されます。割引率は、給付支払の見積時期及び金

額を反映した期末時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しております。再評

価率はキャッシュバランスプランによる確定給付年金制度において、仮想個人残高

を算出するための利息を求める際に用いる利率であり、国債利回りを基礎として設

定しております。

勤務費用及び確定給付負債又は資産の純額に係る利息費用の純額は純損益として認

識しております。

過去勤務費用は、発生時に純損益として認識しております。

数理計算上の差異を含む確定給付負債又は資産の純額の再測定は、発生時にその他

の包括利益として認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。

 (ⅱ) 確定拠出制度

確定拠出年金制度への拠出は、従業員が勤務を提供した期間に費用として認識して

おります。

 (ⅲ) 複数事業主制度

当社及び一部の子会社が加入しております当該制度は、総合設立型の確定給付制度

ではありますが、確定給付型年金制度の会計処理を行うための十分な情報を入手で

きないため、確定拠出制度と同様に拠出額を費用として認識しております。

 ② その他

短期従業員給付については、割引計算を行わず、従業員が関連する勤務を提供した時

点で費用として認識しております。

長期従業員給付については、従業員が過年度及び当年度において提供した勤務の対価

として獲得した将来給付額を現在価値に割り引いて算定しております。

賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的及び推定的債務を負っており、

かつその金額を信頼性をもって見積ることができる場合に、支払われると見積られる

額を負債として認識しております。
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(8) 収益

連結会社は検体検査機器及び検体検査試薬の販売、並びに関連するサービスの提供を行

っております。検体検査機器についてはリース契約が含まれます。収益は割戻し及び消

費税等の税金を控除後の受領する対価の公正価値で測定されます。

 ① 物品の販売

物品の所有に伴う重要なリスクと経済価値が顧客に移転し、物品に対する継続的な管

理上の関与も実質的な支配もなく、その取引に関連する経済的便益が流入する可能性

が高く、その取引に関連して発生した原価と収益の金額を信頼性をもって測定できる

場合に、収益を認識しております。具体的には、所有権及び危険負担が連結会社から

顧客に移転する時期に応じて、船積日、顧客に引き渡された時点、又は顧客の検収が

なされた時点等で収益を認識しております。また、連結会社が代理人として関与した

取引は、純額で表示しております。

 ② サービスの提供

連結会社におけるサービス提供は、主として製品等の販売に付随して発生する修理依

頼、短期間で終了するメンテナンス請負となります。

当該取引については、以下の要件を満たした時点で期末日現在の取引の進捗度に応じ

て収益を認識しております。

・収益の額を、信頼性をもって測定できること

・取引に関する経済的便益が流入する可能性が高いこと

・取引の進捗度を、期末日において信頼性をもって測定できること

・取引について発生した原価及び取引の完了に要する原価を、信頼性をもって測定で

きること

 ③ 複数要素取引

連結会社は、機器、試薬、保守サービス等を組み合わせたさまざまな構成要素からな

る契約を締結しております。これらの構成要素が以下の要件を満たす場合、連結会社

は公正価値の割合に基づき取引対価を各構成要素に配分し、構成要素毎に収益を認識

しております。

・各構成要素がそれ単体で顧客にとって価値がある

・各構成要素の公正価値が信頼性をもって測定できる

上記の要件を満たさない場合には、未提供の製品又はサービスが提供されるまで、全

体を１つの独立した会計単位として収益を繰り延べます。
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 ④ リースに係る収益

契約により、実質的に全てのリスク及び経済的便益が借手に移転するリースは、ファ

イナンス・リースとして分類しております。ファイナンス・リース以外のリースはオ

ペレーティング・リースに分類しております。

ファイナンス・リースに係る収益は、物品の販売と同様の会計方針に従って認識して

おります。金融収益については、リース期間の起算日以降実効金利法に基づき認識し

ております。計算利子率は、最低受取リース料総額と無保証残存価値を合計した現在

価値を、リース債権の公正価値と貸手の初期直接原価の合計額と等しくする割引率を

使用しております。

オペレーティング・リースに係る収益は、リース期間にわたり定額法で認識しており

ます。

 ⑤ 配当収益及び利息収益

投資による配当収益は、支払を受ける株主の権利が確定した時に認識しております。

また、利息収益は、元本及び該当する実効金利に基づき、発生主義で認識しておりま

す。

(9) 外貨換算

 ① 外貨建取引

外貨建取引は、取引日の為替レートで機能通貨に換算しております。

決算日における外貨建貨幣性項目は決算日の為替レートで、公正価値で測定される外

貨建非貨幣性項目は当該公正価値の算定日の為替レートで、それぞれ機能通貨に再換

算しております。

当該換算及び決済により生じる換算差額は純損益として認識しております。ただし、

その他の包括利益を通じて測定される金融資産から生じる換算差額については、その

他の包括利益として認識しております。

 ② 在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債は決算日の為替レートで、収益及び費用は、為替レー

トが著しく変動している場合を除き、期中の平均レートでそれぞれ換算しております。

当該換算により生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。

在外営業活動体を処分する場合、当該在外営業活動体に関連する換算差額の累計額は、

処分時に純損益に振り替えております。

(10) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（連結財政状態計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権(流動資産) 581百万円

営業債権及びその他の債権(非流動資産） 3百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 60,010百万円

４．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

有形固定資産（建物及び構築物） 165百万円

有形固定資産（機械装置及び運搬具） 31百万円

有形固定資産（土地） 19百万円

合計 217百万円

(2) 担保に係る債務

その他の短期金融負債（一年以内返済予定長期借入金） 4百万円

長期金融負債（長期借入金） 15百万円

合計 19百万円

（連結損益計算書に関する注記)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 11 －



（連結持分変動計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 208,631,032株

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議
株式の

種類

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 5,820 28.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日

平成28年11月９日

取締役会
普通株式 5,825 28.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日

４．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

次のとおり決議を予定しております。

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金の

総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 6,245 30.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日

５．当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的とな

る株式の数

平成25年８月29日開催の取締役会の決議によるストック・オプション

普通株式 956,200株
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (百万円)

貸倒引当金 142

棚卸資産 405

未実現利益消去額 3,460

有形固定資産 207

無形資産 1,052

未払事業税 22

未払費用 645

未払賞与 1,265

未払有給休暇 568

退職給付に係る負債 133

特別掛金 649

税務上の繰越欠損金 141

その他 1,869

合計 10,565

繰延税金負債

有形固定資産 329

無形資産 2,687

その他の包括利益を通じて測定される金融資産 434

法人税法上の子会社株式譲渡損 324

退職給付に係る資産 203

海外子会社の留保利益 2,829

その他 737

合計 7,546

２．法定実効税率と実際負担税率との差異要因

(％)

法定実効税率 30.8

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5

試験研究費等税額控除 △4.3

繰延税金資産の回収可能性の評価 1.6

海外子会社の留保利益 △10.7

海外子会社との税率差 △0.5

段階取得差益 △0.3

その他 0.3

実際負担税率 17.4

－ 13 －



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 資本管理

連結会社は、持続的成長による企業価値の最大化を実現するために、資本効率を向上さ

せつつ、成長に向けた事業投資に備えた健全な財務体質を維持することを資本管理にお

いて重視しております。

なお、連結会社が適用を受ける重要な資本規制はありません。

(2) 財務上のリスク管理方針

連結会社は、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク（信用リスク、

流動性リスク、市場リスク）に晒されております。これらのリスクを回避又は低減する

ために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。

連結会社は、資金運用については主に安全性の高い短期的な預金等によることとし、資

金調達については主に銀行等金融機関からの借入によることとしております。

また、デリバティブ取引については、これらのリスクを回避又は低減するために利用し

ており、実需の範囲で行う方針であり、取引権限や限度額を定めた社内規程に従い、財

務部門が所定の決裁者の承認を得て取引を行い、定期的に期日別の残高を把握して管理

しております。

(3) 信用リスク管理

当社は、営業債権について、債権管理に関する社内規程に従い、各営業管理部門が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手毎に期日及び残高を管理するとと

もに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。子会社に

ついても、当社の債権管理に関する規程に準じて、同様の管理を行っております。

償却原価で測定する債券は、当社の資金管理に関する規程に従い、ハイリスク商品によ

る運用を禁じているため、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引については、取引相手先を大手の金融機関に限定しているため、信用

リスクは小さいと判断しております。

保有する担保及びその他の信用補完を考慮に入れない期末日における信用リスクに対す

る最大エクスポージャーは、連結財政状態計算書に表示されている金融資産の減損後の

帳簿価額になります。

(4) 流動性リスク管理

当社は、営業取引等に基づく資金の収支及び設備投資計画に基づく支出予定を勘案して、

財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、手元資金に不足が生じないように管理し

ております。当社の財務部門では、連結会社全体の資金収支の状況を把握し、流動性リ

スクを管理しております。
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(5) 市場リスク管理

 ① 為替リスク管理

当社は、外貨建債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、

主に為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、輸出に

係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権に対する為替予約を

行っております。

 ② 金利リスク管理

連結会社の金利リスクに晒されている金融商品は僅少であり、連結会社における金利

リスクは軽微であります。

 ③ 市場価格の変動リスク管理

連結会社は、株式等について、定期的に公正価値や発行体の財務状況等を把握し、保

有状況を継続的に見直しております。

２．金融商品の公正価値等に関する事項

(1) 公正価値の測定方法

主な金融資産及び金融負債の公正価値は、以下のとおり決定しております。金融商品の

公正価値の測定において、市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。

市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関しては、将来キャッシュ・フローを割

り引く方法、又はその他の適切な方法により測定しております。

 ① 営業債権及びその他の債権

リース債権の公正価値は、一定期間毎に区分した金額を満期までの期間及び信用リス

クを加味した利率により割引いた現在価値によっており、レベル３に分類しておりま

す。

 ② その他の金融資産

・株式等

市場性のある株式は、活発な市場における同一資産の市場価格に基づき公正価値を算

定しており、レベル１に分類しております。

非上場株式は、当社で定めた評価方針及び手続に基づき、投資先の純資産に基づく評

価モデル等の適切な評価方法により公正価値を測定するとともに、評価結果の分析を

行っており、レベル３に分類しております。

・保険積立金

保険積立金の公正価値は、払戻しに伴う契約上の重要な制約がないため、解約払戻金

により測定しており、レベル３に分類しております。

 ③ その他の金融負債

リース債務の公正価値は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合

に想定される利率で割引いた現在価値により算定しており、レベル３に分類しており

ます。
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 ④ デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債

為替予約等は契約を締結している金融機関から提示された価格等に基づいて公正価値

を算定しており、レベル２に分類しております。

上記以外の金融資産及び金融負債の公正価値は帳簿価額と近似しております。

(2) 帳簿価額及び公正価値

当連結会計年度末における金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は、以下のと

おりであります。なお、公正価値が帳簿価額と一致又は近似している金融資産及び金融

負債は含めておりません。

（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

資産

リース債権 11,486 11,441

合計 11,486 11,441

負債

リース債務 704 683

合計 704 683

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり親会社所有者帰属持分 1,005円86銭

２．基本的１株当たり当期利益 195円31銭

３．希薄化後１株当たり当期利益 194円74銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デリバティブ

時価法

(3) たな卸資産

商品、製品、仕掛品及び原材料

　総平均法による原価法

なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し

ております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　31～50年

機械及び装置　　　　　５～11年

工具、器具及び備品　　２～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ソフトウェア

市場販売目的のソフトウェア

販売見込期間（３年）における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存期間

に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（３～５年）に基づいております。

のれん

５年間の定額法により償却しております。
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(3) 長期前払費用

定額法

(4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する

こととしております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) 製品保証引当金

機器製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込

額を過去の実績を基礎として計上しております。

(5) 退職給付引当金（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。当事業年度末については、年金資産見込額が退職給付

債務見込額に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過して

いるため、超過額を前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

(6）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、当社内規に基づく要支給見積額を計上しており

ましたが、平成17年６月24日付で役員退職慰労金制度が廃止されたことにより、同日以

降新規の引当計上を停止しております。従いまして、当事業年度末の残高は、現任取締

役が同日以前に在任していた期間に応じて引当計上した額であります。
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４. 収益及び費用の計上基準

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請負

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の請負

　　工事完成基準

(2) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(2) ヘッジ会計の方法

①　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、外貨建金銭債権債務に係る為替予約等

については、「金融商品に係る会計基準」による原則的処理によっております。ま

た、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用

しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段･･･････金利スワップ、為替予約等

　　ヘッジ対象･･･････借入金、外貨建取引（金銭債権債務、予定取引等）

③　ヘッジ方針

金利変動リスク及び為替相場変動リスクの低減のため、対象資産・負債の範囲内で

ヘッジを行うこととしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断することとしております。

(3) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３

月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 19 －



（貸借対照表等に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産減価償却累計額 21,979百万円

３．保証債務

被保証者 保証金額 保証債務の内容 摘要

シスメックス　アメリカ　インク 5,997百万円 リース債務に対する保証 53,461千US$

合計 5,997百万円

４．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 24,554百万円

長期金銭債権 4,995百万円

短期金銭債務 14,552百万円

（損益計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高

売上高 95,298百万円

仕入高 23,245百万円

営業取引以外の取引高 2,565百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当期末株式数(株)

普通株式 444,048 508 － 444,556

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） (百万円)

賞与引当金 871

棚卸資産 221

未払事業税 124

未払費用 132

その他 181

繰延税金資産（流動）合計 1,530

繰延税金負債（流動）合計 －

繰延税金資産（流動）の純額 1,530

繰延税金資産（固定）

ソフトウェア 1,052

投資有価証券等 337

関係会社株式・出資金 1,777

貸倒引当金 456

その他 310

繰延税金資産（固定）合計 3,933

繰延税金負債（固定）

法人税法上の子会社株式譲渡損 324

前払年金費用 200

その他有価証券評価差額金 562

繰延税金負債（固定）合計 1,087

繰延税金資産（固定）の純額 2,846

繰延税金資産合計 4,377

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 30.8

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.6

外国税額控除 △0.1

試験研究費等税額控除 △6.7

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.4
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

住所
資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権の
所有

(被所有)
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任(人)
事業上
の関係

子会社

シスメックス
アメリカ　イ
ンク

米国
イリノ
イ州

千US＄
22,000

検体検査
機器及び
検体検査
試薬の販
売

100% 1
当社製品
の販売等

当社製品等
の販売

19,563 売掛金 2,592

リース契約
の債務保証

5,997 － －

シスメックス
ヨーロッパ　
ゲーエムベー
ハー

ドイツ
ノーデ
ルシュ
タット
市

千EUR
820

検体検査
機器の販
売及び検
体検査試
薬の製
造、販売

100% 1

当社試薬
製品の製
造及び販
売等

当社製品等
の販売

17,789 売掛金 1,584

資金の借入 6,859
短期

借入金
2,575

利息の支払 7 未払費用 0

シスメックス
アイノスティ
クス　ゲーエ
ムベーハー

ドイツ
ハンブ
ルグ市

千EUR
30

がん分野
における
血中遺伝
子診断サ
ービス

100% 1 技術支援

資金の貸付 9,883
長期

貸付金
4,995

利息の受取 99 未収収益 0

希森美康医用
電子(上海)有
限公司

中国
上海市

千US＄
1,000

検体検査
機器及び
検体検査
試薬の販
売

100% 1
当社製品
の販売

当社製品等
の販売

44,118 売掛金 7,509

シスメックス
アジア　パシ
フィック　ピ
ーティーイー
　リミテッド

シンガ
ポール

千SG＄
11,500

検体検査
機器の販
売及び検
体検査試
薬の製
造、販売

100% 1

当社試薬
製品の製
造及び販
売等

当社製品等
の販売

7,611 売掛金 3,112

シスメックス
国際試薬㈱

神戸市
西区

百万円
300

検体検査
試薬の製
造

100% －
当社試薬
製品の製
造

製品の購入 13,320 買掛金 4,910

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

１．製品等の販売・購買に係る取引価格及びロイヤリティーの料率は、一般的取引条件

を勘案して決定しております。

２．資金の貸付及び資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定し

ております。

３．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま

す。

４．子会社への長期貸付金に対し、合計1,491百万円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において合計1,491百万円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま

す。

－ 22 －



２．役員及び個人主要株主等

種類 氏名 住所
資本金
又は

出資金
職業

議決権の所有
(被所有)割合

関係
内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員

林　正好 - -
当社取締
役専務執
行役員

（被所有）
直接　0.07%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

93 - -

中島　幸男 - -
当社取締
役専務執
行役員

（被所有）
直接　0.04%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

31 - -

田村　幸嗣 - -
当社取締
役常務執
行役員

（被所有）
直接　0.02%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

23 - -

尾辺　和也 - -
当社取締
役常務執
行役員

（被所有）
直接　0.02%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

11 - -

渡辺　充 - -
当社取締
役常務執
行役員

（被所有）
直接　0.03%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

23 - -

浅野　薫 - -
当社取締
役常務執
行役員

（被所有）
直接　0.02%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

11 - -

立花　健治 - -
当社取締
役常務執
行役員

（被所有）
直接　0.01%

-

新株予約権
（ストック・
オプション）
の権利行使

11 - -

(注) １．取引の条件及び取引条件の決定方針等

平成25年８月29日開催の取締役会決議により、会社法第236条、第238条及び第240条

の規定に基づき付与されたストック・オプションとしての新株予約権の当事業年度

における権利行使を記載しております。なお、「取引金額」欄は、当事業年度にお

けるストック・オプションとしての新株予約権の権利行使による付与株式数に行使

時の払込金額を乗じた金額を記載しております。

２．職業は、取引時点のものを記載しております。

３．議決権の所有（被所有）割合は、当事業年度末時点のものを記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 729円79銭

２．１株当たり当期純利益 109円45銭

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益 109円13銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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